
Ⅴ．減損会計関係
１．減損の兆候が認められた固定資産 （単位：百万円）

用 途 種 類 場 所 帳簿価額 備 考

実習施設（農場） 土地 東京都西東京市 469 ※１

実習施設 建物 千葉県千葉市花見川区 161 ※２

実習施設 建物 群馬県沼田市 28 ※３

保育施設 建物 東京都目黒区 6 ※４

保育施設 建物 千葉県柏市 11 ※４

実習施設（保健体育寮） 建物 静岡県沼津市 14 ※４

保育施設 構築物 千葉県柏市 0 ※４

Ⅵ．重要な債務負担行為
当事業年度に契約を締結し、翌期以降に支払いが発生する重要なものは以下のとおりであります。

（単位：百万円）

契 約 内 容
翌期以降支払金額

一年以内 一年超 合 計

（本郷）小動物用モジュール型ベンチトップＰＥＴ／ＳＰＥ
ＣＴ／ＣＴ 一式

50 152 202

（本郷）教育用計算機システム 198 775 973

（本郷）東京大学附属図書館学術情報システム 一式 46 318 364

（本郷）アトラス地域解析センター計算機システム 一式 174 174 349
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13．消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式によっております。

14．財務諸表（附属明細書を除く。）の表示単位
財務諸表は、百万円未満切捨てにより表示しております。
なお、損失の処理に関する書類は、円単位で表示しております。

15．附属明細書の表示単位
附属明細書は、千円未満切捨てにより表示しております。

（重要な会計方針の変更）
なし

Ⅱ．貸借対照表関係
１．当法人が有している土地（49674百万円）及び建物（38284百万円）の一部を大学改革支援・
学位授与機構長期借入金（24420百万円）の担保に供しております。
２．当事業年度末における債務保証の総額は851百万円であります。
３．運営費交付金から充当されるべき退職給付の見積額は45976百万円、賞与の見積額は5795百万
円であります。
４．ＰＦＩによるサービス部分の対価の支払予定額
 貸借対照表日後一年以内のＰＦＩ期間に係る支払予定額は203百万円であります。
 貸借対照表日後一年を超えるＰＦＩ期間に係る支払予定額は1219百万円であります。
なお、支払予定額は、物価変動に伴い改定されることがあります。

５．利益剰余金のうち、40540百万円は法人移行時における固有の会計処理等に起因するものであ
り、その内訳は下記のとおりであります。
 国からの承継時において、附属病院の建物、構築物等の時価評価等により、借入金見合いの
資産の額が、当該借入金に係る債務負担額を下回っていたこと等によるもの
附属病院に関する借入金の元金償還額の累計 94071百万円
当該借入金により取得した資産の減価償却費の累計 57374百万円

        

利益剰余金に与える影響額（差引き） 36697百万円
 国立大学法人等が獲得した附属病院収益と診療機器等に係る減価償却費見合いの収益化額が
二重になっていることによるもの
法人移行時に国から承継した資産について、承継時に負債として計上し
ていた額のうち、資産の減価償却費が診療経費に分類されるものに関す
る当該負債の収益化額の累計 2166百万円

 国からの承継時において、附属病院の財産的基礎と考えられる未収附属病院収入のうち、国
からの出資でなく譲与としたことによるもの 903百万円
 国からの承継時において、附属病院の財産的基礎と考えられる医薬品及び診療材料について、
国からの出資でなく譲与としたことによるもの 773百万円

Ⅲ．損益計算書関係
１．当期総利益のうち、506百万円は法人移行時における固有の会計処理等に起因するものであり、
その内訳は下記のとおりであります。
国からの承継時において、附属病院の建物、構築物等の時価評価等により、借入金見合いの資
産の額が、当該借入金に係る債務負担額を下回っていたこと等によるもの
附属病院に関する借入金の元金償還額 2926百万円
当該借入金により取得した資産の減価償却費 2419百万円

        

当期総利益に与える影響額（差引き） 506百万円
２．「その他財務利益」には収益を伴う事業の対価として受領した新株予約権の権利行使により取
得した有価証券の売却益１百万円、ライセンス対価として受領した新株予約権により取得した有
価証券の売却益１百万円が含まれております。

Ⅳ．キャッシュ・フロー計算書関係
１．資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

現金及び預金 126247百万円
うち定期預金等  70000百万円
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資金期末残高（差引き） 56247百万円
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２．重要な非資金取引は以下のとおりであります。
 現物寄附による資産の取得 4522百万円
 ファイナンス・リースによる資産の取得 3582百万円

注） １．減損の兆候の概要及び減損を認識しない根拠
※１ 売却を予定しているため現在は使用しておりませんが、回収可能サービス価額が当
該資産の帳簿価額を上回っております。

※２ 施設利用のあり方の見直しにより稼働率が低下しておりますが、活用に向けた施策
について地方自治体と協議を行っております。

※３ 施設利用のあり方の見直しにより稼働率が低下しておりますが、将来の使用の見込
みがあります。

※４ 学内ニーズの低下により稼働率が低下しておりますが、建物を使用する計画を有し、
また使用目的に従った機能を現に有しております。
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